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令和７年度奈良県地域資源活用・価値創出対策人材育成研修委託業務 業務説明書 

 

１. 委託業務名 

令和７年度奈良県地域資源活用・価値創出対策人材育成研修委託業務 

 

２. 業務の目的 

経営感覚を持って地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に取り組む人

材を育成するため、必要な知見や経験を得るための研修会を行い、奈良県内における地域資源活用・

価値創出に取り組む事業者の増加を目指す。 

 

３. 委託期間 

 契約締結日から令和８年３月 10日（火）まで 

 

４. 業務の内容 

（１）運営体制の整備及びスケジュール調整 

運営体制を整えるとともに業務のスケジュールを立て、計画的に実施すること。 

（２）研修会の企画・運営 

県と協議の上、内容等の詳細を決定すること。 

① 実施時期 

令和７年６月～令和８年３月予定 

② 対象者 

・奈良県内の農林漁業者等で地域資源活用による起業や事業拡大を検討している方や、すで

にそれらに取り組んでおり、新たな商品開発・販路開拓等によりさらなる事業拡大を目指

す方 

・奈良県内の農林漁業者等でデジタル技術を活用した情報発信や販路拡大の取組に関心のあ

る方 

③ 研修内容 

ア）６次産業化等に係る研修（基本研修） 

     HACCP、衛生・品質管理、ブランド戦略に関する権利や手続、経営、マーケティング、資

金調達等の知見を得るための講義や実践的な経験を得るための実習等を行うこと。 

基本研修では、基本的な講義内容(衛生管理の基本等)と、応用的な講義内容を分け、受講

者のレベルに沿った内容とし、選択的に受講できるカリキュラムとすること。要望があれ

ば、個別に相談できる機会を設けること。国の支援制度や全国各地の取り組み事例等を紹

介する機会を設け、講義内容に取り入れること。 

 

イ）デジタル人材育成に係る研修（デジタル研修） 

情報発信、販路拡大等を効率的に行うためのデジタル技術（EC、SNS等）の活用に必要な 

知見や経験を得るための講義等を行うこと。 
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   ④ カリキュラム数 

     ・１コマ 60分を基本とし、34コマ以上とすること。（ただし、基本研修を 20コマ以上かつ、

デジタル研修を 14コマ以上含むものとする。） 

⑤ 研修方法 

・原則、対面での研修とすること。 

     ・一方的な座学での講義だけでなく、受講者が主体的に取り組めるような実習やワークショ

ップ等を研修に取り入れ、受講者同士のコミュニケーションが図れる内容とすること。 

⑥ 会場 

会場は奈良県内で設定すること。会場として、奈良県農業研究開発センター交流サロン棟研 

修室（約 100名収容可能。会場使用料は無料（桜井市池之内 130－１））を活用することがで

きる。 

当会場は、スクール形式の会議室である。なお、利用の際は県より施設の空き状況を確認し 

た上で、日程調整が必要となるので注意すること。他会場を使用する場合は、会場費等は事

業費に含み、受託事業者が予約等の調整を行うこと。 

⑦ 講師の選定・派遣 

各研修内容に適した経歴・実績をもつ講師を選定し、日程等の調整行うこと。講師の謝金や 

旅費は事業費に含めること。 

（３）研修受講者の募集・決定 

  受講者募集のチラシを作成し、周知を図ること。県では県政・経済記者クラブに報道発表する

とともに、当課 HP 等を用いて情報発信を行う。また、各市町村や県農林振興事務所による周知

を行う。研修受講者の申込みを取りまとめること。 

（４）研修会の実施・実施後の効果検証 

各研修会の会場準備を含む会場設営を行うこと。また、実施後に受講者へのアンケート等で研 

修の効果検証を行うこと。 

 

５. 委託業務の対象となる経費 

業務の対象経費は、農山漁村振興交付金地域資源活用価値創出推進事業(創出支援型)のうち、地

域資源活用・地域連携サポート事業により交付される次の経費とする。 

【対象経費】 

管理運営費(人件費、旅費、受講者募集案内印刷費等) 

会場費（会場借料、会場等備品、会場整理賃金） 

講師謝金・講師旅費 

テキスト作成費（原稿料、資料印刷費） 

実習に係る損害保険料、消耗品費等  

※対象外経費及び本事業の実施に要したものであることを証明できない経費は、本委託業務に基づ

く委託料の支払対象とすることができない。 

 

６. 成果品 

本業務の成果品及び納期は、以下のとおりとします。 
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  ・実績報告書（成果報告書、収支報告書、領収書の写し等支出証拠書類、業務日誌、その他業 

務の成果に関する資料、その他知事が必要と認める書類） 

  ・納期：令和８年３月 10日（火） 

 

７. その他留意事項 

（１）本業務にかかる経理処理について、他の経理と明確に区分した会計帳簿を備えるとともに、

支出証拠書類を整備し、事業が終了した日の属する会計年度の終了後５年間保管すること。 

（２）人件費を計上する場合は、人件費算出の根拠となる資料・業務日誌等を提出すること。 

（３）本業務の適正な執行に必要であるときは、受託者に対して状況を報告させ、又は事業所に立

ち入り、関係帳簿類、その他必要な書類等を検査、関係者への聞き取りを行う場合がある。 

（４）業務終了後、本業務に係る契約金額を支払うものとする。ただし、提出された収支報告書の

うち支払実績のない経費相当額については、差し引いて支払うものとする。 

（５）本事業は、農山漁村振興交付金交付等要綱（令和７年４月１日付け６農振第 2885号、農林水

産事務次官依命通知）、農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）実施要領（令和７

年４月１日付け６農振第 2872号、農林水産省農村振興局長通知）により実施するものとする。 

 


